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研究実施期間 平成22～26年度 

累計予算額 1,268,153千円（うち25年度229,694千円） 

予算額は、間接経費を含む。 

本研究のキーワード 地球温暖化、総合影響評価、適応政策、ダウンスケーラ、自治体、アジア 

研究体制 

【平成22～26年度】  

１（１）統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策に関する研究 

（（独）国立環境研究所） 

１（２）温暖化ダウンスケーラの開発とその実用化 

（国立大学法人筑波大学、（独）海洋研究開発機構、北海道大学） 

１（３）気候変動による水資源への影響評価と適応策に関する研究 

（東京大学、東北大学、東京大学大学院、国立保健医療科学院、東洋大学） 

１（４）沿岸・防災リスクの推定と全国リスクマップ開発 

（東北大学、福島大学、国土技術政策総合研究所、静岡大学、東京大学） 

１（５）地球温暖化が日本を含む東アジアの自然植生に及ぼす影響の定量的評価 

（（独）森林総合研究所） 

１（６）農業・食料生産における温暖化影響と適応策の広域評価 

（（独）農業環境技術研究所、（独）農業・食品産業技術総合研究機構、 

埼玉県環境科学国際センター） 

１（７）温暖化の健康影響－評価法の精緻化と対応策の構築－ 

（国立大学法人筑波大学、大阪府立大学、（独）国立環境研究所、長崎大学） 

１（８）媒介生物を介した感染症に及ぼす温暖化影響評価と適応政策に関する研究 

（（独）国立環境研究所、国立感染症研究所、） 

１（９）温暖化適応政策による地域別・部門別の受益と負担の構造に関する研究 

（名城大学、東北文化学園大学、兵庫県立大学、日本総合研究所） 

２（１）地域社会における温暖化影響の総合的評価と適応政策に関する研究 

（法政大学、埼玉県環境科学国際センター、東京都環境科学研究所、長野県環境保全研究所） 

2（2）亜熱帯化先進地九州における水・土砂災害適応策の研究 

（九州大学大学院） 

３アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果指標に関する研究 

（茨城大学、（独）国立環境研究所、（公財）地球環境戦略研究機構、国際連合大学） 

研究概要  

１．はじめに（研究背景等） 

 広く世界に温暖化の影響が顕在化しつつある。日本でも、気象の極端化によって、毎年多くの都市や山間の集落、離島

などがこれまで経験のない集中豪雨や土砂災害に見舞われるようになってきている。また、水資源、生態系、農業、沿岸域、
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健康といった分野にもさまざまな影響が現れている。我々は、気候変動の影響を毎年実感する時代に足を踏み入れつつあ

り、今後さらに影響が顕著になることが懸念される。温暖化のもたらすリスクが社会によって制御できない程巨大になるの

を防ぐためには、21世紀を通じて温室効果ガス排出量を大幅に削減することが必要である。しかし、国際交渉の中でその

見通しは立っておらず、さらに、最大限の努力によって18世紀の産業化以降の世界の気温上昇を2℃程度に安定させえた

としても、今以上の被害が生じることは避けられない。こうした悪影響に備える対策が適応策であり、その計画と実施を本

格化する必要がある。さらに、日本では、少子高齢化や産業のグローバル化、自然災害などによる大きな社会的影響が予

想されるが、気候変動はこうした他の変化と重なり、相乗的に影響を及ぼすと予想される。したがって、気候変動の影響に

どう対処するかは、これからの社会や企業活動、個人・家庭の生活の設計にとって重要な要素になると考えられる。 

 

２．研究開発目的 

本研究プロジェクトは、温暖化対策の新しい課題に対応する研究（適応策の研究）の推進を目的としている。第一に、我

が国を対象にして、より詳細な分野毎の物理的・経済的影響の把握と適応策実施の効果推定を目的にした高度な影響・適

応策評価モデル（ボトムアップ型モデル）を開発する。同時に、全国的なトップダウン型影響予測モデルを開発し、ボトムアッ

プ型モデルと併用することで、全国影響評価の精緻化を図る。これらによって、適応策の実施が将来の影響リスクをどの程

度低減するかを予測する。第二に、都道府県や市町村レベルでのモニタリング手法を開発し、都道府県レベルでの温暖化

影響を把握する。さらに、地域レベルで使いやすい影響予測手法と予測結果の可視化手法を開発することによって、地域

における適応策策定の支援を可能にする。第三に、国内の研究成果を基に、アジア太平洋地域における適応策実施の優

先順位や費用対効果の分析を行うため、途上国に適応可能な脆弱性・影響・適応効果評価指標の開発・標準化を行い、影

響のより厳しい影響が予想される途上国における適応策の計画・実施に貢献する。本プロジェクトにより、我が国における

適応策策定を支援し、安全・安心な気候変動適応型社会の実現可能性を評価することが可能となる。また、定量的影響評

価を可能とする簡易手法の開発により、自治体レベルでより具体的な適応策を社会実装するための総合政策化方策の提

示が可能となる。さらに、途上国における脆弱性・影響・適応可能性の評価は、国際貢献の観点からも非常に重要である。

このためには、本プロジェクトでは、国内の関連分野の研究者を広く結集して、有機的に統合して取り組む計画である。 

 

３．研究開発の方法 

（１）－１ 統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策に関する研究 

 テーマ1(3)-(9)で開発される影響・適応策評価モデルを用いて作成される影響関数を実装するための統合評価モデル

"AIM/Impact [Policy]"のモジュールや機能を開発・改良すると共に、サブテーマ1(2)から提供される影響関数の入力情報と

なる気候シナリオを実装した。サブテーマ1(2)では、プロジェクト全体の研究を牽引するために、プロジェクト前半（2010～

2012年度）、後半（2013～2014年度）にそれぞれ共通シナリオ第一版と第二版を開発した。また、科学的な影響評価や適応

策の検討結果を統一的に実装し、行政の担当者が科学的知見を容易に使えることを目的として、簡易推計ツール

"AIM/Adaptation[Policy] "を開発し、サブテーマ1(1)②で開発される共通シナリオ第一版を用いた影響評価結果を実装した。

さらに、S-8プロジェクトの最終目的である、IPCC第5次評価報告書で用いられた気候シナリオを用い、適応策の有無による

影響の違いを定量的に評価するために、日本全国を対象として、共通シナリオ第二版を用いて、複数の異なる気候安定化

レベルや適応政策に応じた影響量および適応策の定量的な効果を評価した。これは、全国を対象とし、テーマ1(1)および

(3)-(9)が連帯した総合的な影響評価・適応策の検討である。 

 

（１）－２ 温暖化ダウンスケーラの開発とその実用化 

1) GUIベースのユーザ支援システムを構築し、その中にガイドラインとデータを導入し、ダウンスケーラを開発する。開発

においては、影響評価研究者の要望の一部を反映させる。 
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2) ダウンスケーラのコアモデルとなる領域気候モデルWRFを用いて、北海道および国内外の地域を対象としたダウンス

ケーラの実験運用を行い、ダウンスケーラの有用性や不確実性を評価する。 

 

（１）－３ 気候変動による水資源への影響評価と適応策に関する研究 

1) S-8共通シナリオによる気候パラメータを用いた分布型シミュレーションによるアンサンブル解析により、日本域内の

流況の変化が河川水中の浮遊砂、Wash load量に及ぼす影響評価を行った。また、全国の主要なダム湖内の水温分布を

鉛直一次元解析モデルを用いて推定し、表層水温と表層水温勾配から植物プランクトンの増殖を評価した。 

2) 水道施設図や災害ハザドマップを統合して、水道ハザドマップを作成した。島しょ部に適した、浄水処理技術について

検討した。さらに、工場用水の減断水による被害額の算定、藻類障害に対する大都市水道システムの適応性評価、ならび

に生物障害事例とその対策実態を調査した。 

3) 複合業務評価指標（CPI）により、水道事業体の温暖化適応力を比較評価するとともに、温暖化による利水障害の影

響人口をGISにより全国レベルで推定した。 

 

（１）－４ 沿岸・防災リスクの推定と全国リスクマップ開発 

再現期間に対する全国の一級河川における再現期間の極値降雨分布と最大確率流量、集水面積データを用いて、極値

降雨と最大確率流量の関係を求め、この関係を基に全国の任意地点における極値降雨に対する最大確率流量の割合で

ある地点流出係数を算出し、この係数によって最大確率流量を生じさせる確率洪水寄与降雨の分布を作成し、氾濫計算か

ら被害額を求めた。2)斜面災害の被害額推計のために、気候モデル、RCPシナリオを用いて2050年期、2100年期の都道府

県、および全国の土砂災害の一般資産被害額を斜面崩壊確率モデルによって求めた。3)高潮被害を得るために、人口変

化を想定し、年生起確率1/100の高潮による最高潮位未満の海岸防護施設の天端を2050年までにその高さに引き上げる

適応を加味したばあいの高潮浸水による被害指標を全国について推計し、高潮浸水による浸水被害指標（浸水面積、浸水

人口および浸水被害額）の全国の空間分布と2100年までの50年間隔の変化の傾向を把握した。4)沿岸区分（海岸保全基

本計画が作成される海岸の区分で、地形・海象面の類似性及び沿岸漂砂の連続性に着目して分けられたもの）別に、全国

の砂浜の底質粒径を0.2mm、0.3mm、ならびに0.6mmとした場合について、Bruun則を用いて将来の砂浜消失量を予測した。

5)ソフトによる水災害適応策を考察するため、気象警報を例とし、既存の情報に対する利用者の理解の実態を把握した上

で「特別警報」のような「言葉により危険度を表現した情報」と、「レベル化した情報」がどのように受け止められるかという観

点から調査した。 

 

（１）－５ 地球温暖化が日本を含む東アジアの自然植生に及ぼす影響の定量的評価 

目的を達成するため、次の8つのテーマについて研究を行った。①CMIP3気候シナリオの比較、②温暖化影響予測にお

ける不確実性の評価とモニタリング法の開発、③亜高山帯樹種への不確実性を考慮した影響予測、④適応策を考慮したブ

ナへの影響予測、⑤RCPシナリオ温暖化影響予測に基づく優占種への影響予測と適応策、⑥亜高山帯樹種の過去の分布

変化予測、⑦韓半島における常緑広葉樹の分布予測、⑧日本-台湾における優占樹種10種への温暖化影響予測 

 

（１）－６ 農業・食料生産における温暖化影響と適応策の広域評価 

イネ生育収量モデルを導入し、収量と品質低下リスクを影響評価指標として、温暖化条件でのシミュレーションを実施し

た。その際、適応策としての作期移動の効果を見るため、移植日を現行から±70日間の範囲で移動させ、現行移植日によ

る結果を「適応なし」、品質低下リスクが低い収量が最多となる移植日の結果を「適応あり」とし、両者を比較することで適応

策実施による効果を評価した。果樹については、タンカンの寒害発生温度を明らかにするため果実の凍結実験を行い、こ

の結果や「果樹農業振興基本方針」の記述から、各樹種の適温域を決定した。これに平均気温・最低気温の日別値の3次
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メッシュデータを適用して、現在と将来の適地を判定した。 野菜への温暖化影響評価では、それぞれの野菜について影響

評価のための重回帰モデルを開発し、将来の影響を評価した。この際、モデルの不確実性を考慮した。台風被害面積推計

モデルの構築では、被害確率を外力の関数で示したフラジリティ曲線を基礎に被害面積を推計するモデルを構築した。水

稲白未熟粒発生率推計モデルを構築し、気温上昇とともに発生率がどのように変化するか推計した。また適応策として、移

植日の移動と高温耐性品種の導入を考え、不確実性も考慮しつつ、影響低減効果を定量的に評価した。 

 

（１）－７ 温暖化の健康影響 – 評価法の精緻化と対応策の構築 - 

1) S-4で発見した、熱関連死亡の始まる日最高気温を推定する理論が、韓国、中国のみならずヨーロッパ、北米

でもなりたつことを確認した。ある日の熱の影響が翌日以降にも持ち越される効果を組み込んだ非線形リスク関数

を推定し、この関数を用いて将来予測を行った。 

2) 脆弱集団である高齢者の居住環境および暑熱対処行動に関する調査、市町村が 

これまでにおこなった熱波対策に関する調査を実施して問題点を抽出し、それをもとに簡便で有効と考えられる熱

波警報システムを構築した。そのシステムを、長崎県五島市と埼玉県三郷市において稼働させ、その有効性の経済

評価を行うことのできる介入研究を実施した。 

 

（１）－８ 媒介生物を介した感染症に及ぼす温暖化影響評価と適応策に関する研究 

1) 全都道府県におけるブタの日本脳炎ウイルス抗体獲得状況（抗体陽性率）と、年間平均気温、年間平均最高気温、

年間平均最低気温、夏季（6－8月）平均気温、夏季平均最高気温、夏季平均最低気温、年間降水量、夏季降水量を係数と

して解析した。 

2) ヒトスジシマカの分布境界地域を中心に実地調査を岩手県及び長野県で行った。生息地域、また生息が見られなか

った地域の環境条件（主に気温）を比較することにより、媒介蚊の分布が拡大するために必要な条件を明らかにすることを

試みた。また、得られた結果を基に東北地方および北海道における将来の分布域拡大の予測を試みた。 

3) 熱帯熱マラリアよりも国内再流行の潜在的リスクが高い三日熱マラリアについて、中国の亜熱帯～温帯のマラリア流

行地のデータをもとにして、流行の数理モデルを構築した。海産魚類によって媒介される寄生虫症では、アニサキス症を調

査対象として、暖海性のマサバやタチウオを対象に、日本国内や台湾でアニサキス幼虫寄生種の検出と分子同定を行っ

た。 

4) 台湾におけるデング熱流行、デングウイルス媒介蚊の活動状況と気候との関係性を解析し、デング熱流行に対する

地球温暖化の影響を解析した。台湾における月別の平均気温、最高気温、最低気温、降水量、日照時間の平均値を取得

し、デング熱患者数と各種気象データの相関性を解析した。 

5) 海水中に存在し、なおかつヒトへの感染の可能性がある細菌であるビブリオ属を対象に、属する菌の検出法、型別法

などの開発を行った。さらに開発した方法を用いて、コレラ属菌、腸炎ビブリオ、ビブリオ・バルニフィカス菌の分布状況、環

境要因との関連性について解析した。 

 

（１）－９ 温暖化適応政策による地域・部門別の受益と負担の構造に関する研究 

 本研究では、空間的応用一般均衡モデルを評価のプラットフォームとして位置づけ、次の方法で研究開発を進めた。 

1) 温暖化被害評価について、まだ既存研究の成果では十分に対応できない温暖化影響分野が残されているため、旅

行費用法TCMや仮想市場評価法CVMなどに基づく調査・分析で補完して、温暖化被害評価を精緻化した。 

2) TCMにおけるレクリエーション需要関数の推定式を応用一般均衡モデルに接合することを目的として、積分可能性問

題を解くことにより、レクリエーション需要関数の推定式から合成財、レクリエーション・サイトへの訪問回数、自然環境の質

などを独立変数とする効用関数を誘導した。 
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3) 世帯・企業・行政の行動を定式化し、静学的なSCGEモデルを構築するとともに、DSCGEモデルへの展開（準動学型

SCGEモデルの構築）を図った。そして、日本における気候変動による水害被害を計測するために、本研究で構築した準動

学型SCGEモデルを用いて経済評価を行った。 

4) 温暖化適応政策については、技術的対策と制度的対策の両面から種々の代替案を検討した。そして、温暖化影響と

して砂浜侵食・熱中症死亡・ブナ林衰退を取り上げ、これらに対する適応政策による地域別の受益を計測するとともに、適

応政策の費用便益分析を試みた。 

 

（２）－１ 地域社会における温暖化影響の総合的評価と適応政策に関する研究 

1) 全国の地方自治体を対象にしたアンケート調査及びヒアリング、「地域適応フォーラム」の開催と意見交換、温暖化影

響の把握等を図る指標の構築、市民とのコミュニケーション手法の試行を踏まえて、長野県等における温暖化影響評価と

適応策のモデルスタディと「適応策ガイドライン」を作成した。 

2) 埼玉県、東京都、長野県等において、影響のモニタリングや影響構造の分析、地域の適応方針作成の支援等を実践

的に行った。 

 

（２）－２ 亜熱帯化先進地九州における水・土砂災害適応策の研究 

1) 福岡都市圏内の気象観測で得られたデータから、局地降雨の実態の把握を試みた。また、高層気象データを用い

て、上空の大気の状態についても解析した．局地降雨日と晴天日に分けて両者を比較することにより、局地降雨の発生条

件の検討を行った。 

2) 気象庁気象研究所が開発した超高解像度全球大気モデル（MRI-AGCM3.2S）の気候予測実験結果（現在、近未来、

将来）を入手し、将来気候データを利用して有明海の災害危険度を評価した。 

3) 沖縄県宜野座村で赤土等流出問題について現地実験にて適応策効果を明らかにした。また、2010年10月奄美豪

雨災害の資料収集・整理、現地調査を行い被害概況等明らかにした。 

4) 新しい概念（カスケード方式）に基づき配置された流水型ダム群（以後、越流型）において、洪水制御能力が

どのように従来の方式と異なるのかを数値シミュレーションと室内実験により比較し、上流部に設置された流水型

ダム群の大きな可能性・有用性を検討した。 

5) 水の流れにより自動車模型に働く抗力を種々の水深、流速、流入角度の組み合わせに対して分力計を用いて計測し、

抗力係数を測定・評価した。この抗力係数を用いて、実車の場合の危険度を算出して考察を行った。 

 

（３） アジア太平洋における脆弱性及び適応効果指標に関する研究 

 メコンデルタとガンジス流域をケーススタディの対象地として社会的要因と自然的要因を考慮した指標を用いて、地域の

特性を反映した適応策を提案・実践した。 

 

４．結果及び考察  

（１）－１  統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策に関する研究 

1) テーマS-8-1(3)～(9)と連携して実施した総合影響評価の結果、温暖化は21世紀を通じて我が国の広い分野に影響

を与えることが改めて予測された。具体的には、気象災害，熱ストレスなどの健康影響，水資源，農業への影響，生態系の

変化などを通じて、①国民の健康や安全・安心、②国民の生活質と経済活動、③生態系分野などに影響が広がる、ことが

明らかとなった。 

2) 本研究で開発された共通シナリオ第一版・第二版はS-8プロジェクト全体で利用され、日本で初めて、全国を対象とし

て複数分野を対象とした適応策有無まで考慮した影響評価の実施を成功に導いた。 

http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group01_togohyoka.html
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（１）－２  温暖化ダウンスケーラの開発とその実用化 

1) 開発したダウンスケーラの主な特徴は以下の通りである。 

・Windows-PCおよびLinux-PC上のInternet Explorer および Google Chrome 上で動くウェブアプリケーション。 

・中緯度から低緯度の任意の地域を対象に、30km、20km、10km、4km、もしくは2kmメッシュでの現在気候と将来気候の予

測計算が可能。予測計算結果の可視可とデータの出力も可能。これらは全てGUI上の操作でできる。 

・ダウンスケールには、力学的ダウンスケール手法の一つである擬似温暖化実験手法を採用。 

・力学的ダウンスケールで用いる領域気候モデルは、世界で最も広く利用されているWRFモデル。 

・IPCCのSRESおよびRCPシナリオに基づくダウンスケール実験が可能。 

・CMIP3, CMIP5のGCMからのダウンスケール実験が可能。 

・土地利用政策や、緑化政策、省エネ政策の効果が予測実験結果に反映できる。 

・予測結果の不確実性などを知らせるためのガイドラインが表示される。 

2) ダウンスケーラを利用するための初心者講習会をS-8の参画者向けに開催した。また、途上国支援を目的に、インド

ネシア気象気候地球物理庁でも初心者講習会を開催した。その後、ダウンスケーラの利用を希望するS-8の参画機関に、

ダウンスケーラの最新版を配布した。これと並行して、S-8に参画していない自治体（兵庫県）からの要望に応える形で、兵

庫県農政環境部温暖化対策課および環境省地球環境局総務課研究調査室に配布した。 

3) ダウンスケーラのコアモデルであるWRFを用いた擬似温暖化実験手法に基づく力学的ダウンスケーリングにより、北

海道の将来気候予測を行った。将来の冬季気温上昇は、積雪被覆の変化に対応して、山岳域に比べて平野で顕著である

ことが分かった。また、力学的ダウンスケール実験に対して、下部境界条件に起因する不確実性は地域を限定するほど相

対的な振幅が大きくなる傾向があり、地域気候予測においては無視できない効果を生じることが分かった。 

 

（１）－３ 気候変動による水資源への影響評価と適応策に関する研究 

2040年代におけるWash load成分のアンサンブル解析では、1990年代に比べて太平洋側及び日本海側で約20%～60%増

加することが示された。さらに、2090年代では、全国的にWash loadが増加することが示された。西日本では夏と秋、高緯度

地域で春の変動幅が相対的に大きくなることが示唆された。 

水温解析に基づくダム湖内の将来のクロロフィルa濃度の予測結果から，富栄養化したダムの数は、2100年期には現在

と比較して全国で2倍以上に増加すると予測された。一方、適応策としての曝気循環は、藻類抑制策として効果が見込まれ

ると予測された。 

CPIを用いて水道事業体の温暖化適応力を評価したところ、大規模上水道事業に比べて小規模水道は技術的・財政的

に課題が多く、温暖化への適応力も低いことを明らかにした。また、地方においては、人口減少や高齢化が断水による影響

を深刻にすることを示した。 

断水による工業生産額の低下は、関東、東海、関西の沿岸部の工業地帯や、北関東と中部地方の都市において大きい。

また、全国で多数の浄水場が生物障害に悩まされており、将来の温暖化による藻類増殖が、水道の浄水処理に対して深

刻な影響を招く可能性が示された。 

気候変動に伴う水源河川やダム湖などでの水質変化の予測から、水道事業体への影響を定量的に予測するとともに、

適応策の評価を行うことができた。 

 

（１）－４ 沿岸・防災リスクの推定と全国リスクマップ開発 

1)再現期間100年の洪水が発生した際に適応策を講じたケースと適応策を講じないケースについて現在と将来の被害額

を比較すると、近未来では全国平均で現在の約1.5倍、遠未来では現在の約2.0倍となる。また将来20年分の適応をするこ

とにより、現在の適応しない場合の被害額よりも被害が約5兆円小さくなることが分かった。2)2100年期の日本列島の土砂
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災害の一般資産被害額推計は、127億から143億円となる。2050年期の一般資産被害額は約15億から25億増となるが、

2100年期はRCP8.5シナリオのみ2050年期比で約5億円増と緩やかに被害額増加する結果が明らかにされた。3)高潮被害

指標の増加量は2000年から2100年の前半50年と後半50年で大きくは変化しない。2050年と2100年の浸水人口と浸水被害

額が全計算条件の平均で現状のまま将来まで続いたケースの0.75～0.78倍に低下する。4)水没のみを考慮した場合であっ

ても、全国の砂浜消失率は下限値0.26mで19%、上限値0.82mで58%に達すると予測された。砂浜消失率の予測方法や底質

粒径の不確実性による予測幅は大きく、IPCCの海面上昇量予測の不確実性と同程度以上であった。5)ソフト適応策として、

被害が出始めると感じる「レベル」や，避難などの行動を起こし始める「レベル」は「３」以上と考える回答者が９割以上だっ

たことから、警報的な情報は従来のように「言葉」のみで伝える方法に比べ、「レベル」によって伝える方法が効果的な可能

性があることが理解された。 

 

（１）－５ 地球温暖化が日本を含む東アジアの自然植生に及ぼす影響の定量的評価 

不確実性を考慮した温暖化の自然植生への影響予測を日本と東アジアで行った。日本の代表的自然林の優占種ブナで

は、次のような結果を得た。ブナは、遷移後期の樹種で、伐採によって他樹種による置き換わりが進む。ブナ林を保護する

ためには、温暖化後も持続的に生育可能な地域（潜在生育域）を保護区内に入れることが適応策のひとつで、この方法は

温暖化後にも潜在生育域が保護区外に多く残る本州日本海側から東北、北海道南部で有効と考えられる。一方、潜在生

育域がほとんど消失する西日本や本州太平洋側では、ブナを植栽するなど積極的な管理が保護のために必要である。 

 

（１）－６ 農業・食糧生産における温暖化影響と適応策の広域評価 

コメについては、「適応なし」の場合には国全体の生産量では北日本の冷害減少やCO2施肥効果により増加傾向となっ

たが、生産物中の品質低下リスクは年代が進むに従い継続的に高くなった。これに対し、「適応あり」の場合には、国全体

の生産量は期間を通して大きくは減少せず、また品質低下リスクの高い生産物の割合も低く抑えられが、一部地域では作

期移動の効果が限定的であり、他の適応オプション導入による高温影響回避を図る必要性が示唆された。果樹は、どの樹

種も適地は年代を追うごとに北上傾向となったが、今世紀半ばではRCP間の適地分布の差は比較的小さく、予測に従うこ

とでより効率的な適応策が推進できると考えられた。世紀末には大きく適地移動が移動するため、長期的には、より暖地で

栽培されている樹種への改植やとくに、現在の生産量がわずかである、亜熱帯果樹の大幅導入が必要と考えられた。野菜

については、温暖化により殆どの品目において出荷量は減少するため、ごく限られた野菜に対し品種改良や産地移動とい

った適応策を実施するだけでは不十分であり、野菜生産に対する総合的な適応策の必要性が示唆された。台風被害面積

推計モデルの構築では、開発したモデルが特に被害面積が大きい台風に対しては精度よく被害面積を推計できることがわ

かり、予測の不確実性を低減することにつながると考えられた。白未熟粒の発生に関しては、今世紀末には白未熟粒発生

率が約半分にも達する一方、移植日の移動と高温耐性品種の導入は、影響軽減に向けて大きな効果があることが示され

た。 

 

（１）‐７ 温暖化の健康影響 – 評価法の精緻化と対応策の構築 - 

1) 温暖化によって2030年に約65,000人、2050年に約192,000人の熱関連超過死亡発生が予測された。影響は、南アジ

ア、東南アジアで非常に大きいことが明らかとなった。また、健康影響の中では珍しく先進国でも大きな影響がおこることも

明らかとなった。 

2) 高齢者のいる世帯のエアコン設置率は、就寝中の部屋では7割前後であった。高齢者の熱中症発生は夜間にもかな

りの割合で発生していることを考えると問題である。介入研究の結果、五島市では介入によってより高い割合の住民で行動

変容が起こった。しかしながら、熱中症予防介入の費用と効果を分析すると、増分費用効果比は、費用対効果判断のため

の閾値（500万円/年）を大きく上回り、介入の普及は費用対効果に優れないことが示唆された。さらに、1死亡回避費用の

http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group05.html
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検討でも、熱中症死亡リスクの回避への支払意思額に基づく統計的生命価値（2億2,742万円）及び国土交通省の公共事業

評価で用いられる値（2億2,607万円）と比較すると、大きく上回った。 

 

（１）‐８ 媒介生物を介した感染症に及ぼす温暖化影響評価と適応政策に関する研究 

1) 日本脳炎ウイルスの活動を最も直接的に反映すると考えられるブタの日本脳炎抗体陽性率は、年間及び夏季の平

均気温、平均日最高気温、平均日最低気温と正の相関を示した。また、日照時間と正の相関を示し、降雨量との関係では

地域により正の相関、負の相関がみられた。一方、多変量変数を用いた解析では、夏季平均日最高気温が31.9℃以上の

気温上昇は感染率をむしろ低下させた。本研究の結果は、地球温暖化により日本脳炎のリスクを有する地域が北上するこ

とを示唆している。 

 2) 岩手県の調査からヒトスジシマカの分布に関わる生息条件として、年平均気温10.8℃を閾値とした有効積算温度1,350

日度以上のパラメータが分布と関連が最も強いことが明らかとなった。長野県における調査からこの地域では将来標高

800m以上の地域にもヒトスジシマカが侵入する可能性が示唆された。また、今世紀末には北海道の一部の地域に分布域

が広がることが示された。 

 3) マラリアが再興感染症となるリスクを、最近の温暖化に伴いマラリア患者数が増えている中国、安徽省淮北市をモデ

ルとして検討した。シナハダラカの活動できる11度以上の気温の時期が長くなっていることが、同地域におけるマラリア患

者増の主因と考えられた。海産魚類のアニサキス感染をタチウオについて検討した。沖縄産、台湾産いずれもA.typicaが優

占的に寄生しており、日本の他の地域で主となるA.pegreffiiやA.simplexは殆どみられなかた。 

 4) 日本と媒介蚊等の条件が近い台湾の解析からは、年平均気温とデング熱流行が正の相関を示すことが確認された。

降水量、降水日に関しては相関を認めなかった。主たる媒介蚊であるネッタイシマカの活動に気象要因が影響を及ぼすこ

とによって、患者数にも影響が及ぶことが示唆された。 

 5) ビブリオ属菌の分布可能領域について水温および塩分濃度からなる相関モデルが示された。腸炎ビブリオが検出さ

れる海水の範囲は塩分濃度で0.7-2.9％、水温で22度以上となった。ビブリオバルニフィカスの分布領域は狭く塩分濃度で

0.3-2.4%、水温で26℃以上となった。コレラ属菌は他の2菌種とは異なる分布様式を示し、塩分濃度で0.8％以下、水温で

26℃以上であった。 

 

（１）‐９ 温暖化適応政策による地域別・部門別の受益と負担の構造に関する研究 

1) 環境経済評価における利用価値と非利用価値の計測について、これまで計測された利用価値と非利用価値の整合

性は保証されなかったが、それらを整合的に計測することが可能になった。 

2) 統計的生命価値VSLの計測について、これまでは特定の死亡リスクの下でのVSLが推計されるだけであったが、VSL

を死亡リスクの関数で推計することが可能になった。 

3) 4つの気候モデル（CSRIO、GFDL、MIROC、MRI）で計算された水害シナリオによる水害の経済評価に関するシミュレ

ーション分析を行った結果、気候変動による被害の増大に伴い、2081-2100年における水害による被害総額は1,348億円/

年～9,886億円/年となることが推計された。 

4) 砂浜侵食に対する適応政策について、2081～2100年において仮想的な養浜事業の費用便益比が1を超える都道府

県は、RCP2.6とRCP4.5では神奈川県、大阪府、広島県、佐賀県、熊本県が該当し、RCP8.5ではさらに富山県、和歌山県、

岡山県が加わることが示された。 

5) 熱中症死亡に対する適応政策について、救急搬送時間を33分（2008年時点の全国平均値）から23分に10分短縮させ

る政策を想定し、都道府県別・RCPシナリオ別に年便益を算定した結果、年便益は都道府県別に数千万円～数億円程度

であることが示された。 

6) ブナ林衰退に対する適応政策について、ブナ林の植生保護区を拡大する政策を想定し、都道府県別・RCPシナリオ
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別にブナ林の非利用価値の年便益を算定した結果、全国合計の年便益はRCP8.5シナリオで1,433億円、RCP2.6シナリオで

4,017億円と推計された。 

 

（２）‐１ 地域社会における温暖化影響の総合的評価と適応政策に関する研究 

1) 地域での温暖化影響の顕在化が適応策検討の促進要因となる一方で、地域での予算や人材といった資源不足が阻

害要因となっていること、また適応の長期性や根拠となる将来予測情報の不充分さが阻害要因となっている等、地域にお

ける適応策及び適応研究の普及構造を明らかにした。 

2) 「地域適応フォーラム」を毎年開催した。その質疑応答やパネルディスカッションの中で提示された課題は、ⅰ.温暖化

の影響予測・評価における不確実性に係ることの他、ⅱ．適応策の具体化・評価の方法、ⅲ．温暖化影響に関するコミュニ

ケーションや適応策を実施する主体形成、ⅳ．適応策実施上の条件整備に関することに分類された。 

3) 地方自治体における温暖化影響・適応に係る研究の進展と適応政策の推進に寄与するため、地域の温暖化影響評

価手法及び適応策構築手法等を開発し、地方自治体向けの「地域適応ガイドライン」を作成した。同ガイドラインは、ⅰ．

S-8-1全国班の成果である「簡易推計ツール」の活用、ⅱ．「追加的適応策」の視点、ⅲ．「地域づくり型適応策」の視点とい

った3点を重視して作成した。また、地域において温暖化影響・適応策を検討する際に活用できるツールとしての体系的指

標、専門家と市民の間での温暖化影響リスクコミュニケーション手法等を含めたものとした。 

4) 埼玉、東京、長野といった地理的・社会的条件が異なる地域を対象に、農業、ゲリラ豪雨、山岳生態系等の各地域の

特性に応じた分野で温暖化影響評価を実施し、より具体的に地域の温暖化対策立案に資する研究を行った。また、地域適

応策のあり方を探求するとともに、モデルスタディを長野県等で実施し、適応策ガイドラインに反映した。 

 

（２）‐２ 亜熱帯化先進地九州における水・土砂災害適応策の研究 

地上気温と上空湿度の相関図から、地上気温と上空湿度がともにある一定値以上になると、局地降雨の発生の可能性

が高まることがわかった。 

 平成24年9月に来襲した台風16号では有明海湾奥の水際線で高潮偏差が増大し、湾奥部で高潮リスクが増大することを

具体的に示した。MRI-AGCM3.2S（将来気候)のうち有明海湾奥部で最大の高潮偏差となる台風を抽出し、高潮浸水計算を

実施した結果、河川堤防の一部からの越水により浸水することが確認された。関係機関別の高潮災害への適応策案を提

案し、この提案事項をもとに対象自治体である佐賀県と協議し、適応策の実施に向けた情報提供および情報共有の協力

体制を確立した。 

農家のために営農上不利益を講じない赤土流出適応策を組み込む必要があることがわかった。奄美豪雨災害時の

14地点の雨量観測所のデータから，２種類の降雨パターンがあることがわかった。 

総合治水における流域貯留の概念に添うものとして、河道内遊水池とも言うべき流水型小規模ダム群を用い、新

たな越流型洪水制御方式を取り入れることで、環境と調和した新たな洪水制御が可能となった。 

水深と流速の組み合わせに対し車が流されるか流されないかを判断できる一覧表を作成し、運転者が現場でリアルタイ

ムに危険度を判断できる方策を提示した。 

 

（３） アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果指標に関する研究 

 メコンデルタとガンジス流域における事例研究を通じて災害と農業に対する脆弱性及び適応効果指標を開発し、地域特

性に対応したコミュニティベースの適応策を提案した。また、これらを適切に展開していくための国際的枠組みにおける適

応政策や適応資金配分のあり方についても提言した。併せて、適応策を成功させるためには、トランスディシプリナリーな

高等教育プログラムが不可欠であることも強調した。 
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５．本研究により得られた主な成果  

（１） 科学的意義 

・ 自治体レベルの適応策を科学的に貢献可能な詳細かつ国内最先端の温暖化影響評価モデル（河川水中の浮遊砂及

びWash load成分、ダム湖の水質、水災害リスク、森林生態系、コメ：収量・品質、果樹：リンゴ・ニホンナシ・ウンシュウミ

カン・タンカン、熱ストレス死亡リスク、日本脳炎、ヒトスジシマカ分布域）の開発に成功したことは、世界でもトップクラス

の成果である。また、最新の気候モデルを用いた総合影響評価を実施し、全国における複数分野の気候変動の影響と

適応策の効果を検討できたことは、日本初の科学的知見である。 

・ 複数の分野において、全国規模で俯瞰的な影響評価および適応策の目標設定を具現化できる手法を開発できたこと

は画期的な成果である。 

・ 従来の気候シナリオでは、使用できるデータ期間やシナリオが限られていた。本研究で開発したダウンスケーラでは、

影響評価研究者が自由度の高い気候予測情報を得ることが可能になるため、地域スケールの多様な影響予測・影響

評価研究に大きく資すると期待される。 

・ マクロ的かつトップダウン的なアプローチの下で緩和政策と適応政策を総合的に比較する枠組みの評価手法の構築に

成功した。 

・ 温暖化の影響を地域社会の多様なエンドポイントに至る構造として分析し、温暖化（気候外力）影響を顕在化させる社

会経済的要因として感受性、適応能力の側面に着目し、その改善としての「追加的適応策」のあり方や、適応策の検討

手順、検討のための指標体系の構築に成功した。 

・ 災害外力が増大するという遷移過程における防災技術のあり方を災害免疫力の概念に基づいて検討し、社会や

自然環境と調和しながら防災力を上げていくためには、「順応的適応策」が不可欠であることを明らかにした。

また、順応的適応策となり得る防災技術の特性を明らかにし、その条件を満たす防災技術を流域の山地部、河

川部、都市域、沿岸域を対象として開発し、社会実装の検討を行った。 

・ メコンデルタとガンジス流域における事例研究を通じて開発された災害と農業に対する脆弱性及び適応効果指標は、

特に脆弱な地域を同定し、適切な適応政策・適応資金配分の判断材料とすることができる。さらに、地域特性に対応し

たコミュニティベースの適応策の提案・実践に繋がる。 

 

（２）環境政策への貢献 

＜行政が既に活用した成果＞ 

・ 中央環境審議会（地球環境部会・気候変動影響評価等小委員会）で作成された「日本における気候変動による影響に

関する評価報告書（案）」の中で、研究成果が多数引用された。 

・ 「適応計画」策定に向けたわが国における気候変動影響評価情報を整備することを目的とした環境省の「平成26 年度

気候変動への理解のための気候変動による将来影響の予測等実施委託業務」における気候変動による将来影響の

予測計算に貢献した。 

・ 農林水産省及び国土交通省の第2回沿岸部（海岸）における気候変動の影響及び適応の方向性検討委員会において、

本研究成果である砂浜消失率の将来予測結果を提示した。海岸侵食についても農林水産省及び国土交通省の第2回

沿岸部（海岸）における気候変動の影響及び適応の方向性検討委員会において、本研究成果である砂浜消失率の将

来予測結果を提示した。適応策の検討については、防災気象情報に対する住民や自治体の認識に関する調査結果は、

内閣府「竜巻等突風対策局長級会議」、気象庁「竜巻等突風予測情報改善検討会」、気象庁「防災気象情報の改善に

関する検討会」において報告し、同検討会の答申に貢献した。特別警報に関する調査結果の一部は、2014年「気象業

務はいま(気象白書)」に掲載された。 

・ 長野県、長崎県、三重県、東京都などへ温暖化影響予測結果（マツ枯れ、ブナ林、シラビソ、アカガシなど）の提供を通
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して、地方自治体の温暖化適応施策へ貢献した。 

・ 白神山地世界遺産地域科学委員会（環境省・林野庁主催）へ委員としての参加し、温暖化の影響検出モニタリングに

協力した。 

・ 筑波山（国定公園）のブナ林は1980年代から衰退が指摘されてきたが、茨城県生活環境部環境政策課主催「筑波山ブ

ナ林保護対策検討委員会（2008～2011年）」において委員として保全策の立案に協力した。その成果として、2012年3

月に「筑波山ブナ林保全指針」が策定され、保全策実施の根拠となっている。 

・ 本研究の成果を活かして、長野県及び埼玉県が地域適応方針を作成した。さらに、「地域適応フォーラム」や全国各地

での関連講演等を通じて情報発信を行うことにより、「地域適応ガイドライン」に示した適応策の基本的考え方や検討

手順が、全国各地の各県での適応策の検討に参考にされた。 

・ 沖縄県の平成22年度地域協力型環境保全営農支援モデル事業（平成22年12月17日公募）の目的の中に、研究の

成果に基づいたゲリラ豪雨対策の必要性が明記された。 

・ 国土交通省の矢部川河川整備計画に本研究の順応的適応策の概念の一部が採用され記載された。 

・ 大分県竹田市の橋梁部における流木災害対策に本研究の成果が反映され、実施された。 

・ 大分県竹田市の玉来ダムの検証委員会では、最終的に流水型ダムを用いた治水策を支持するとの答申が出され、

現在、建設が始まっている。玉来ダムでは、最新の研究成果を集積した最高の流水型ダムの築造を目指すこと

になっており、研究成果が最大限に発揮されることになっている。 

・ ガンジス流域の農業に関して開発された適応効果評価指標を用いて、現地の状況に応じた適切な適応策の提案が可

能となり、成果が当該地域の環境政策に反映された。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

・ 三重県、埼玉県、福岡県、石川県、兵庫県、京都市、長崎県、福島県などの地方自治体から、県別の総合影響

評価の結果提供の依頼があり対応した。2015年の夏、我が国の適応計画が公表されることも受け、今後、研究

成果が、各自治体の適応計画を強力に支援することが期待される。 

・ ダウンスケーラの完成によって、スーパーコンピュータを保有していない自治体の政策担当者や研究者が主体となって

必要な予測データを作成することが可能となったことで、土地利用政策や緑化政策、省エネ政策の結果を地域気候予

測結果に反映でき、自治体や途上国が行う環境政策の結果が反映されることが期待される（例、インドネシア公共事業

省、インドネシア気象気候地球物理庁、兵庫県農政環境部温暖化対策課、環境省地球環境局総務課研究調査室）。 

・ 東アジア地域（韓国、中国・台湾、極東ロシア）の研究機関と連携して、温暖化影響の予測研究を推進した研究成果は、

東アジアの各地域における温暖化適応策を組み込んだ自然環境保全策に貢献することが期待される。 

・ EU、OECD、国内の地方自治体においても簡易に将来の熱ストレス死亡リスクを推計できるシステムがS-8によって構

築されたことから、今後、適応計画策定に広く利用されることが期待される。介入研究に関しては、それ自体が地方自

治体の環境政策の一つと考えられる。 

・ 五島市、三郷市での調査実施後、研究成果の報告に伺い、市の保健担当職員の方々との意見交換を行った。これに

より、両市の今後の対策に役立てていただくことが期待される。 

・ 河川の上流山地部に小規模流水型ダム群を設置し、かつカスケード方式で運用することは、将来の水・土砂災

害の様相が変化しても全て対応でき、流域貯留という総合治水の概念にも合致するため、将来の治水対策とし

て国や自治体での活用が大いに見込まれる。 

・ 「気候変動のためのレジリエンス構築」と「サステイナビリティのためのリーダーシップ」を通じてトランスディシプリナリー

型高等教育プログラムを開発したことにより、政策決定者を含む多様なステークホルダーが参加し、より局地化した適

応策を実践できると期待される。 
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[Abstract] 
 

Key Words:  Climate change, Comprehensive impact assessment, Integrated assessment model, 

Adaptation, Dynamical downscaling 

 

The objective of the S-8 Project is to promote research in response to the new tasks described 

above concerning measures to cope with climate change. Firstly, this will involve the development of an 

advanced impact/adaptation assessment model (bottom-up model) to obtain a more detailed 

understanding of the physical and economic impacts by field as well as estimations of the effects of 

implementing adaptation measures, targeted at Japan. Concurrently, a nationwide top-down impact 

projection model will be developed, and used together with the bottom-up model to further refine 

nationwide impact assessments. Through these efforts, projections will be made regarding the extent to 

which future impact risks will be reduced by the implementation of adaptation measures. Secondly, 

monitoring methods at the prefectural and municipal levels will be developed in order to grasp climate 

change impacts at the prefectural level. Furthermore, by developing an impact projection method that can 

readily be used at the regional level, and a method for visualizing the results of projections, support for 

the formulation of adaptation measures in individual regions will become possible. Thirdly, based on the 

results of the research in Japan, in order to analyze the order of priority and cost-effectiveness of 

implementing adaptation measures elsewhere in the Asia-Pacific region, indexes for the assessment of 

vulnerability, impacts, and adaptation effects that are applicable to developing countries will be 
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developed and standardized. This will contribute to the planning and implementation of adaptation 

measures in those countries, where severer impacts are expected. 

The S-8 Project has served as a foundation for the formulation of adaptation measures in Japan and 

assessment of the feasibility of realizing a safe and secure climate change-adaptive society. Moreover, the 

development of a simplified method for making quantitative impact assessments has facilitated the 

presentation of comprehensive policy development plans for social implementation of more concrete 

adaptation measures at the local government level. The assessment of vulnerability, impacts, and adaptive 

capacity in the developing countries has also contributed to international society.  


